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高等教育機関における発達障害のある
学生の在籍状況
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日本学生支援機構「平成28年度大学、短期大学及び高等専門学
校における障害のある学生の修学支援に関する実態調査報告」

アメリカ：
256万人
（11.1%）



発達障害とは

• 生まれつき脳内のネットワークにおいて特定の情報のやりとり

がうまくいかなかったり、独特であるために、就業（修学）上あ

るいは日常生活上の困難が著しい状態。

• 病気ではなく、「障害特性」であることから、発達障害の本質

的な特性は基本的には変わらない。

• 周囲の理解や適切な援助によって、困難さの程度が軽減され

ることもある。

• 個人差が大きく、「がんばればできる」などと誤解されることも

多い。個人内でもムラが大きい。
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DSM-5における神経発達症群／神経発達障害群

• 知的能力障害群

• コミュニケーション症群

• 自閉スペクトラム症

• 注意欠如・多動症

• 限局性学習症

• 運動症群

• チック症群

• 他の神経発達症群
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ASD
自閉スペクトラム症

SLD
限局性学習症

ADHD
注意・欠如多動症



ASDのある方の就業上の困り事と対処法の例
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ADHDのある方の就労上の困り事と対処法の例
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SLDのある方の就労上の困り事と対処法の例
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高等教育機関における発達障害学生への
支援内容例
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• 配慮依頼文書の配布
（48.0%）

• 学習支援（36.2%）
• 履修支援（32.5%）

授業における支援

• 専門家によるカウンセリング
（68.5%）

• 対人関係配慮（47.0%）
• 居場所の確保（35.5%）

授業以外での支援

• 就職支援情報の提供、支援機関の紹介（32.5%）
• キャリア教育（31.2%）
• 就職先の開拓、就職活動支援（26.3%）
• 障害学生向け求人情報の提供（23.2%）

就職における支援

日本学生支援機構「平成28年度大学、短期大学及び高等専門学校に
おける障害のある学生の修学支援に関する実態調査報告」より

など など

など



就職 
67% 

進学 
16% 

その他 
17% 

発達障害のある学生の進路
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就職 
76% 

進学 
11% 

その他 
13% 

就職 
36% 

進学 
14% 

その他 
50% 

発達障害 全学生聴覚障害

以下を基に作成
• 日本学生支援機構「平成28年度大学、短期大学及び高等専門学校に

おける障害のある学生の修学支援に関する実態調査報告」
• 文部科学省「学校基本調査ー平成29年度結果の概要ー」

 一般雇用枠

 障害者雇用枠（障害者手帳が必要）

• ① 一般企業での障害者雇用

• ② 特例子会社での雇用
（464社, 252グループ）

障害者雇用とその現状

Table  障害者雇用における法定雇用率とその現状
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雇用障害者数（約56万人）、実雇用率ともに対前年で上回る

事業主区分 法定雇用率（H30） 実雇用率（H29） 達成率（H29）

民間企業 2.0% → 2.2% 1.97% 50.0%

公的機関（国の機関） 2.3% → 2.5% 2.5% 97.6%

独立行政法人など 2.3% → 2.5% 2.4% 78.3%

厚生労働省「平成29年障害者雇用状況の集計結果」より

親会社

特例子会社

関係会
社

関係会
社



一般雇用枠と障害者雇用枠の違い

【一般雇用枠】 【障害者雇用枠】

＜メリット＞
• 昇給がある

• 仕事の選択肢が多い（大学で学
んだ専門性を活かせる可能性）

＜デメリット＞

• 理解や配慮を得にくい（通院や体
調が不安定なときなど何度も休み
づらい）

• 苦手な仕事（マルチタスク、臨機
応変さ）を求められることが多い

• 残業がある
• 転勤や部署異動がある

＜メリット＞
• 理解や配慮を受けながら働きやすい

• 特に特例子会社の場合には、障害
のある方が多く在籍し、指導員も配
置される

＜デメリット＞

• 正社員の求人が少ない、契約社員
の求人が多い

• 給料がやや安いことがある
• 昇給が少ない
• 希望する職種があるとは限らない

＜その他＞

• 障害者手帳（精神保健福祉手帳）の
取得が必要

10

身体 
69% 

知的 
21% 

精神 
10% 

身体 
36% 

知的 
52% 

精神 
12% 

【特例子会社】

【特例子会社以外】

障害者雇用の現状

11

（年）

（千人）

Fig 民間企業における障害種別ごとの雇用の推移
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厚生労働省「平成29年障害者雇用状況の集計結果」より



発達障害者の職場定着率と離職の理由
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Fig. 求人種類別にみた発達障害者の
職場定着率の推移
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Fig. 求人種類別にみた発達障害者の
離職（3ヶ月未満）の理由

障害者職業総合センター
「障害者の就業状況等に関する調査研究（2017年）」より

支援（就職前の訓練、支援機関同士の連携、
定着支援等）によって定着率が上昇

文部科学省

「障害のある学生の修学支援に関する検討会」 第二次まとめ

【就職において各大学等が取り組むべき課題】

• 職業観の涵養や自らの障害特性、職業適性の理解、対処法

の習得、権利擁護の知識や理解に関するプログラムの提供、

障害に配慮したアルバイトやインターンシップのための支援

• 就労形態の多様性や合理的配慮、相談機関や制度に関する

情報提供

• 学内・学外（大学間、支援機関、就労先）の連携強化

• 支援内容の効率的な引き継ぎ
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• 発達障害者支援センター
• ハローワーク
• 障害者職業センター
• 若者サポートステーション
• 就労移行支援事業所
• 障害者就業・生活支援センター
• 市町村の福祉課



発達障害のある学生の就労における課題

継続して働くことを見据えた就職とキャリアプランの構築

• 修学を含め、多様なスケジュールやロールモデルの集積

• 学内・学外（大学間、支援機関、就労先）の連携

• マッチング（業務内容、体調、特性、環境など）

• 障害者雇用における動機づけを保てるような仕事の引き出し

• インターンシップの活用

• とがった人材を操縦できる雇用者側への支援

 グレーゾーンの学生への対応
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【障害者雇用事例】
独立行政法人 高齢・障害・求職者雇用支援機構
障害者雇用事例リファレンスサービス
http://www.ref.jeed.or.jp/search.php


